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プログラムの走行モードを考慮した実行速度調整法の評価

境 講 一†1 田 端 利 宏†1

谷 口 秀 夫†1 箱 守 聰†2

計算機ハードウェアの性能に左右されないでソフトウェアの実行速度を調整できれ
ば，サービスの利便性は向上する．また，実行速度の調整により，DoS攻撃の影響を
抑制できると考えられる．このため，著者らは，これまでにハードウェア性能の範囲
内でプログラムの実行速度を自由に調整する制御法をライブラリとして実現した．こ
の制御法は，プロセスの発行するシステムコールに着目し，システムコールの発行直
後と終了直前にプロセスを停止することにより，実行速度を調整する．この制御法は，
プロセスを停止する処理に問題があり，調整の精度が悪くなる．そこで，本稿では，こ
れまでに提案した実行速度調整法の特徴と問題を詳細に述べ，対処法を提案する．ま
た，対処の実装と評価により，本制御法の特徴と有効性を明らかにする．

Evaluation for a Mechanism of Regulating Execution Speed
that Considered the Run Mode of Program

Koichi Sakai,†1 Toshihiro Tabata,†1

Hideo Taniguchi†1 and Satoshi Hakomori†2

If execution speed of software is regulated without concerning by performance
of the computer hardware, convenience of the service will become better. In
addition, regulating execution speed inhibits influence of DoS attack. Before
now, we proposed a mechanism of regulating execution speed in library. This
mechanism regulates execution speed by stopping processes at just after or be-
fore the issue of system call. This mechanism has a problem in stop processing.
This paper describes the problem in detail and the response of the problem.
Furthermore, we implement and evaluate the proposed mechanism to clarify
the characteristic and the effectiveness of it.

1. は じ め に

近年，計算機ハードウェアの性能は著しく向上し，処理時間の短縮や複雑な処理の実行

が可能になっている．一方，ソフトウェアの処理時間は，ハードウェア性能に大きく依存す

る．このため，例えば，高性能な計算機と低性能な計算機では，同じソフトウェアでも表示

速度が大きく異なり，利便性が低下する．また，ネットワークの普及と共に，ネットワーク

を介したサービス妨害攻撃 (例えば，DoS攻撃)が増加し，深刻な問題となっている．この

ような攻撃を受けた場合，サービスを提供するプログラムが使用するプロセッサ資源の量

を自由に調整 (保証あるいは制限)できれば，DoS攻撃の影響を抑制できる．例えば，Web

サーバの管理者は，攻撃を受けているWebサーバの実行速度を低速にする (制限)ことによ

り，プロセッサ資源の占有を抑制できる．

上記背景を基に，文献 1)では，プログラムの走行モードを考慮したプログラムの実行速

度調整法を提案し，OSカーネル外のライブラリとして実現する方式を提案した．この方式

は，ライブラリで取得可能なシステムコールの発行と終了に着目し，プログラムの各走行

モードでの走行時間を基に，システムコール発行直前，またはシステムコール終了直後にプ

ロセスを停止することにより，プログラムの実行速度を調整する．

ここでは，提案したプログラムの実行速度調整法の特徴と問題を述べ，その対処を述べ

る．既存手法は，要求した停止時間と実際の停止時間の差分による調整の誤差が問題とな

る．具体的には，停止から復帰したプロセスが再走行するまでに遅延が発生する．これによ

り，プログラムは，利用者の期待する実行速度よりも遅く実行される．そこで，この問題へ

の対処手法を提案し，ライブラリとして実装した．また，提案手法を 3つの段階に分けて比

較評価することにより，本対処の特徴と有効性を明らかにする．

2. 実行速度調整法

2.1 基 本 方 式

著者らは，これまでに，走行モードを考慮したプログラムの実行速度調整法1)(以降，速

度調整法と略す)を提案し，ライブラリとして実装した．速度調整法の基本方式を図 1に示
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時刻
(A) 調整を行わない場合

時刻
(B) 調整を行う場合

ユーザモード 合計処理時間システムコール発行プロセスの停止スーパバイザモード
図 1 走行制御の様子

す．図 1(A)は調整を行わない場合のプロセスの走行の様子を示す．また，図 1(B)は調整

を行う場合の調整制御の様子を示す．

基本的な方式として，プロセスがユーザモードとスーパバイザモードで走行した時間をそ

れぞれ計測し，その時間を調整することでプログラム実行速度を調整する．具体的には，ラ

イブラリで取得可能なシステムコールの発行と終了に着目し，システムコール処理終了か

ら次回システムコール発行までの時間をユーザモードでの走行，OSが応用プログラム (以

降，APと略す)から依頼されたシステムコール処理を実行する時間をスーパバイザモード

での走行として，経過時間を計測する．計測した経過時間を基に，利用者の指定する要求性

能から制御量を算出する．算出した制御量 (以降，要求停止時間と略す)を基に，システム

コール発行直前，またはシステムコール終了直後にプロセスを停止する．なお，以降では，

システムコール発行直前に行う調整をユーザ調整，システムコール終了直後に行う調整を

カーネル調整と略す．

2.2 要求性能の指定法

利用者は，実行速度を調整したいプロセス (以降，被調整プロセスと呼ぶ)を希望する実

行速度で実行したい．また，プロセス実行途中で実行速度を調整したいという要求もある．

このため，プロセス実行途中に他のプロセス (以降，性能指定プロセスと呼ぶ)から自由に

速度調整を行うことが要求される．

この要求を満足するため，要求性能の指定法として，共有メモリを利用する．利用者は，

共有メモリに要求性能を設定することにより，実行速度の調整が可能となる．共有メモリを

利用することにより，被調整プロセスと性能指定プロセス間で要求性能情報の共有が可能と

なる．また，共有メモリを介して，値の設定や参照を自由に行うことができる．実行速度の

調整は，被調整プロセスがライブラリ内で共有メモリにアクセスし，要求性能を取得するこ

とで行う．また，システムコールの発行ごとに共有メモリの値を参照することで，実行途中

にプログラム実行速度を変更できる．

2.3 プロセス停止処理

2.3.1 プロセス停止法

プロセスの停止は，nanosleepシステムコールを利用して行う．これは，以下の 2つの利

点が挙げられる．1つは，プロセスの停止中に CPU資源を消費しないことである．このた

め，共存プロセスへの影響を抑制できる．もう 1つは，停止時間を細かく指定できることで

ある．nanosleepシステムコールは，停止時間の指定が 1ナノ秒と細かく指定できるため，

調整の精度の向上が見込まれる．

2.3.2 nanosleepシステムコールの精度による問題

nanosleepシステムコールは，以下の仕様を持つ．

(仕様 1) 要求停止時間がソフトウェアクロックの倍数になっていない場合，実際の停止時

間 (以降，実停止時間と略す)は一番近い倍数に切り上げられる．

(仕様 2) 指定された時間経過後，CPU が呼び出し元のプロセスを再び実行できるように

なるまでに遅延が入る．

(仕様 1)より，nanosleepシステムコールの精度は，ソフトウェアクロックの分解能 (以降，

分解能と略す)に等しい．一方，要求停止時間は 1ナノ秒から指定できる．このため，算出

した要求停止時間が分解能よりも小さい場合，制御を行うことができない．分解能による実

停止時間への影響を図 2に示し，以下に説明する．図 2(a)は理想的な調整の様子，(b)は

実際の調整の様子を示す．

例えば，分解能が 10ミリ秒であり，基本方式に従い算出した要求停止時間が 5ミリ秒の

場合，nanosleepシステムコールにより 5ミリ秒停止することが望ましい (図 2(a))．しか

し，(仕様 1)により，実停止時間は分解能に切り上げられる．このため，実際は分解能と等

しい時間だけ停止する．(図 2(b))．

なお，ソフトウェアクロックの分解能は，カーネルのバージョンとハードウェアプラット
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(a)理想的な処理 (b)実際の処理時刻 時刻
5ミリ秒 5ミリ秒

プロセスの走行 合計処理時間システムコール発行プロセスの停止余分な停止

分解能(10ミリ秒)

図 2 分解能による実停止時間への影響

フォームに依存する．例えば，i386 系アーキテクチャにおいて Linux 2.4.x 以前のソフト

ウェアクロックの分解能は 10ミリ秒であり，Linux 2.6.0以降は 1ミリ秒である．

2.3.3 閾値の導入

2.3.2項で述べた問題に対処するため，文献 1)では，要求停止時間を (s)とした場合に，

最小停止時間 (W)，閾値 (L)，合計要求停止時間 (S)を設けて制御を行った．閾値を導入し

た停止処理の流れと共有メモリの関係を図 3に示す．ここで，最小停止時間 (W)を分解能

とし，閾値 (L)は最小停止時間 (W)よりも大きいとする．また，合計要求停止時間 (S)は，

n回分の要求停止時間 (s)を合計したものである．具体的には，算出した要求停止時間 (s)

と共有メモリに保存してある合計要求停止時間 (S)を加算し，閾値 (L)と比較する．合計要

求停止時間 (S)が閾値 (L)よりも小さい場合，合計要求停止時間を共有メモリに保存する．

一方，合計要求停止時間 (S)が閾値 (L)よりも大きい場合，合計要求停止時間 (S)から分解

能を減算し，nanosleepシステムコールを発行する．また，nanosleepシステムコール処理

終了後，共有メモリの合計要求停止時間 (S)を初期化する．

これにより，要求停止時間が分解能よりも小さい場合も制御することが可能になる．ま

た，合計要求停止時間 (S)から分解能を減算することにより，実停止時間の切り上げによる

影響を抑制できる．

要求停止時間の算出時刻の獲得
合計要求停止時間(S)の算出

閾値Lと合計要求停止時間(S)を比較合計要求停止時間－10ミリ秒nanosleepシステムコール
S≧LS<L

時刻の獲得と保存

停止処理共有メモリ
時刻 S要求性能

性能指定プロセス
合計要求停止時間の初期化

合計要求停止時間の保存

図 3 既存の停止処理の流れ

3. 既存手法の問題と対処

既存手法では，閾値を導入することにより，実停止時間の切り上げによる影響を抑制し

た．一方，この方法では，(仕様 2)による影響を抑制することはできない．

本章では，(仕様 2)による問題を詳細に述べ，その対処法を提案する．

3.1 問 題

nanosleepシステムコールを利用しプロセスを停止した場合，(仕様 2)により再走行する

までに遅延が入る．具体的には，停止から復帰したプロセスは，タイマ割り込みにより呼

び出されたスケジューラが再スケジューリングすることにより走行を再開する．このため，

停止から復帰してからタイマ割り込みが発生するまで，プロセスの再走行は遅延される．こ

の様子を図 4に示し，以下に説明する．図 4(a)は理想的な調整の様子，(b)は実際の調整

の様子を示す．

例えば，タイマ割り込み間隔が 20ミリ秒であり，実停止時間が 10ミリ秒の場合，nanosleep

システムコールにより 10 ミリ秒停止することが望ましい (図 4(a))．しかし，(仕様 2) に

より，タイマ割り込みの発生により再スケジューリングされるまで，プロセスは再走行す

ることができない．このため，実際はタイマ割り込みが発生するまで再走行できない．(図

4(b))．また，再走行するまでの遅延時間は，復帰処理とタイマ割り込みの間隔に依存する．
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(a)理想的な処理 時刻

プロセスの走行 システムコール発行プロセスの停止遅延
タイマ割り込み

時刻

10ミリ秒

(b)実際の処理 20ミリ秒

図 4 再走行までの遅延の様子

このため，遅延時間を事前に知ることは難しく，遅延をなくすことは難しい．一方，プログ

ラムの実行速度を調整するうえで，要求停止時間と停止時間の差分は，調整の精度に大きな

影響を与える．

3.2 フィードバック法の導入

3.1項で述べた (仕様 2)による遅延の影響を抑制するため，フィードバックを利用した制

御法 (以降，FB法と略す)を提案する．FB法は，算出した合計停止時間 (S)と実際の停止

時間の差分を次回合計停止時間 (S)にフィードバックさせる．具体的には，FB時間 =合計

停止時間 (S)−実際の停止時間とし，次回停止処理時に算出する合計停止時間 (S)に FB時

間を加算する．これにより，遅延の影響を抑制でき，調整精度の向上が見込まれる．

4. 実装と評価

4.1 実 装

4.1.1 実 装 内 容

3.2項で述べた対処を，FreeBSD 4.3-RELEASE(以降，FreeBSDと略す)のライブラリ

に実現した．時刻の獲得は，rdtsc命令でシステムクロックを取得することにより実現した．

また，要求停止時間を算出するプログラムと，ソフトウェア割込み (int0x80命令)を発行し

て nanosleepシステムコールを発行するプログラムを追加した．要求停止時間の算出は，要

(1)要求停止時間の算出時刻の獲得
(2)合計要求停止時間(S)の算出

(4)閾値Lと合計要求停止時間(S)を比較(B1)合計要求停止時間－10ミリ秒(B2)nanosleepシステムコール
S≧LS<L

時刻の獲得と保存

停止処理共有メモリ
時刻 S要求性能

性能指定プロセス

(3)合計要求停止時間(S)にFB時間を加算

(B3)FB時間の算出と保存FB時間 (B4)合計要求停止時間の初期化
(A)合計要求停止時間の保存

図 5 停止処理の流れと共有メモリの関係

求性能が 100%の場合は行わない．これにより，要求性能を 100%とした場合のオーバヘッ

ドを削減できる．さらに，要求性能の設定と合計要求停止時間，FB時間，および取得した

時刻の保存を行うため，共有メモリのアタッチとデタッチを行うプログラムを追加した．

なお，閾値と FB法の有効性を明らかにするため，以下の 3つのライブラリを実現した．

(1) 要求停止時間の値に関係なく nanosleepシステムコールを発行する場合 (以降の各図

では基本と略す)

(2) 閾値 (L)を設けて制御を行う場合 (以降の各図では基本+閾値法と略す)

(3) 閾値 (L) を設け，FB法を利用し制御を行う場合 (以降の各図では基本+閾値法+FB

法と略す)

また，上記に示したように，実装したライブラリは，システムクロック，ソフトウェア割

込み，nanosleepシステムコール，および共有メモリのみを使用している．このため，これ

らに相当する機能を有する OS上であれば容易に利用可能である．

4.1.2 停 止 処 理

停止処理の流れと共有メモリの関係を図 5に示し，以下に説明する．ここで，本制御法を

実現した FreeBSDの分解能は 10ミリ秒である．このため，最小停止時間 (W)は 10ミリ

秒とする．また，タイマ割り込みは 10ミリ秒間隔 (デフォルト)で発生する．

(1) 共有メモリ内のユーザ調整開始時刻またはカーネル調整開始時刻，および要求性能を
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取得し，要求停止時間を算出する．

(2) 共有メモリ内の合計要求停止時間 (S)と算出した要求停止時間 (s)を加算する．また，

加算結果を合計要求停止時間 (S)とする．

(3) 合計要求停止時間 (S)に FB時間を加算する．また，加算結果を合計要求停止時間 (S)

とする．

(4) 合計要求停止時間 (S)と閾値 (L)を比較し，以下の処理を行う．

(A) 合計要求停止時間 (S)<閾値 (L)の場合，合計要求停止時間 (S)を共有メモリに

保存する．

(B) 合計要求停止時間 (S)≧閾値 (L)の場合，以下の処理を行う．

(B1) 合計要求停止時間 (S)から 10ミリ秒減算する．

(B2) nanosleepシステムコールを発行する．

(B3) 実停止時間を計測し，FB 時間を算出する．また，算出した FB 時間を共

有メモリに保存する．

(B4) 共有メモリ内の合計要求停止時間 (S)を初期化する．

4.2 評価環境と評価プログラム

Celeron(2.8GHz)プロセッサを搭載したマシンで FreeBSDを走行させ，実装したライブ

ラリを用いてプログラムの処理時間を測定した．他プロセスの影響を避けるため，FreeBSD

をシングルユーザモードで起動した．また，共有メモリは 64バイト分の領域を持つものを

1つだけ作成した．

評価プログラムを図 6に示す．評価プログラムは，特定のメモリ領域の値のインクリメン

トを繰り返す CPU処理と readシステムコールにより DKから 512バイト読み込む入力処

理を繰り返し行うものである．CPU処理は，約 2マイクロ秒の処理を単位とし，その繰り

返し回数 (以降，CPU回数と略す)を測定パラメータとした．入力処理は，1回のデータ入

力時間 (約 200マイクロ秒)を単位とし，その繰り返し回数 (以降，I/O回数と略す)を測定

パラメータとした．また，入力時刻の間隔数を 1000とした．

4.3 評価の観点

閾値を導入したことによる調整への影響を明らかにするため，基本と基本+閾値法におい

て，調整の精度について比較評価した．また，FB法の有効性を明らかにするため，基本+

閾値法と基本+閾値法+Fb法において，調整の精度について比較評価した．

各評価では，様々な APが走行することを考慮し，CPU回数と I/O回数を変化させるこ

とにより，CPU処理と入力処理の比率を変化させた．また，ユーザモードとスーパバイザ

処理時間
CPU処理約2マイクロ秒
入力処理約200マイクロ秒

×1001回
loop(CPU回数)

loop(I/O回数)
図 6 評価プログラム

表 1 入力処理時間と比率を変化させた場合の CPU処理時間

比率
入力処理時間 0:1 1:4 1:2

2 ミリ秒 0 ミリ秒 0.5 ミリ秒 1 ミリ秒
20 ミリ秒 0 ミリ秒 5 ミリ秒 10 ミリ秒

200 ミリ秒 0 ミリ秒 50 ミリ秒 100 ミリ秒

比率
入力処理時間 1:1 2:1 4:1

2 ミリ秒 2 ミリ秒 4 ミリ秒 8 ミリ秒
20 ミリ秒 20 ミリ秒 40 ミリ秒 80 ミリ秒

200 ミリ秒 200 ミリ秒 400 ミリ秒 800 ミリ秒

モードの両走行モードの調整（以降，両調整と略す）について評価を行った．

入力処理時間と比率 (CPU処理時間:I/O処理時間)を変化させた場合の CPU処理時間

を表 1に示す．例えば，入力処理時間が 2ミリ秒の場合に比率を 1:2とする場合，CPU処

理時間が 1ミリ秒となるように CPU回数を変化させる．

なお，以降の各図の処理時間比は，

処理時間比 =
実測値
理論値

(1)

である．実測値は測定した処理時間であり，理論値は当該の要求性能で理想的に実行速度の

調整を行ったと仮定して算出した処理時間である．したがって，処理時間比が 1より大きい
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図 7 閾値の導入による調整の精度への影響

場合は，プログラムが理論値よりも長時間で処理を行った場合である．一方，1より小さい

場合は，プログラムが理論値よりも短時間で処理を行った場合である．

4.4 評 価 考 察

4.4.1 閾値の有効性

閾値を導入したことによる調整の精度への影響を明らかにするため，基本と基本+閾値法

において，調整の精度について比較評価した．具体的には，基本と基本+閾値法それぞれに

おいて，入力処理時間を 2ミリ秒，比率を 1:1とした評価プログラムを用いて，要求性能を

10%から 100%まで 10%刻みで変化させて評価を行った．評価結果を図 7に示す．

図 7より，以下のことが分かる．

(1) 閾値を導入しない場合 (基本)，処理時間比は最大で理論値の約 60倍になる．これは，

分解能の影響による実停止時間の切り上げを考慮せず，システムコールの発行，または

終了ごとに毎回停止処理を行うためである．

(2) 閾値を導入しない場合 (基本)，要求性能が 70%以上の場合と 60%以下の場合で処理

時間比が大きく異なる．これは，要求停止時間の算出精度に起因する．具体的には，要

求性能が 70%以上の場合，ユーザ調整の際に算出した要求停止時間は算出精度 (1マイ

クロ秒)未満となり，停止処理は行われない．一方，要求性能が 60%以下の場合，算出

した要求停止時間は算出精度 (1マイクロ秒)よりも大きくなる．このため，停止処理は

実停止時間を 10ミリ秒に切り上げて行われる．これにより，要求性能が 60%の場合，

70%の場合に比べ，処理時間比が大きくなる．

(3) 閾値を導入する場合 (基本+閾値法)，処理時間比はほぼ 1になる．これは，合計要求

停止時間が 10ミリ秒以上になるまで停止処理を行わず，停止処理を行う場合は合計要

求停止時間から 10ミリ秒減算することにより，実停止時間の切り上げによる処理時間

の増加を抑制したためである．

以上のことから，閾値を導入することにより，分解能の影響を抑制できる．

4.4.2 FB法の有効性

FB法の有効性を明らかにするため，基本+閾値法と基本+閾値法+FB法において，調整

の精度について比較評価した．具体的には，基本+閾値法と基本+閾値法+FB法それぞれ

において，入力処理時間を 200ミリ秒とし，比率を 0:1から 4:1まで変化させた評価プログ

ラムを用いて，要求性能を 10%から 100%まで 10%刻みで変化させて評価を行った．評価

結果を図 8に示す．

図 8より，以下のことが分かる．

(1) 閾値のみで制御を行う場合 (基本+閾値法)，FB法を利用して制御を行う場合 (基本+

閾値法+FB法)に比べ，調整の精度は悪くなる．特に，要求性能が低い場合 (要求性能

50%以下) に精度が悪い．これは，要求性能が低い場合，停止処理の回数が多くなり，

再走行までの遅延の影響を大きく受けるためである．

(2) 閾値のみで制御を行う場合 (基本+閾値法)，I/O 処理の割合が小さい場合 (図 8(F))

に比べ，大きい場合 (図 8(A))のほうが調整の精度が悪くなる．具体的には，基本+閾

値法の処理時間比は，I/O処理の割合が大きい場合 (図 8(A))に最大で理論値の 1.6倍，

I/O処理の割合が小さい場合 (図 8(F))に最大で理論値の 1.15倍となる．本制御法は，

システムコールに着目して調整を行うため，再走行までの遅延の総時間はシステムコー

ルの発行割合に影響を受ける．このため，CPU処理に対し I/O処理の割合が大きくな

ると，調整の制度が悪くなる．

(3) 閾値のみで制御を行う場合 (基本+閾値法)，要求性能が 50%の場合に調整の精度が悪

くなる．これは，停止処理を行う直前までの処理時間に依存する．要求性能を 50%と

した場合の調整の様子を図 9に示し，以下に説明する．

(仕様 2)より，前回のプロセス再走行の契機は，タイマ割り込み発生時である．要求性

能を 50%とした場合，要求停止時間は約 200マイクロ秒となるため，合計要求停止時

間が閾値よりも大きくなるまで，つまり，50回の I/O処理を行う．このとき，I/O処
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図 8 FB法の導入による調整の精度への影響

プロセスの走行プロセスの停止 遅延タイマ割り込み
時刻10ミリ秒

約200マイクロ秒×50回停止処理(10ミリ秒)遅延(タイマ割り込み待ち)

図 9 要求性能を 50%とした場合の調整の様子

理の総時間は約 10ミリ秒である．一方，(仕様 1)より，実停止時間は 10ミリ秒に切

り上げられるため，プロセスは 10ミリ秒停止する．ここで，プロセス再走行の契機は，

タイマ割り込みによる再スケジュールである．このため，次回のタイマ割り込みまで再

走行できず，調整の精度が悪くなる．

(4) FB法を利用して制御を行う場合 (基本+閾値法+FB法)，I/O処理の割合に関わらず，

処理時間比は最大で理論値の 1.02倍，最小で理論値の 0.95倍となる．また，処理内容

に関わらず，調整の精度は安定している．

以上のことから，FB法を導入することにより，再走行までの遅延の影響を抑制でき，被

調整プロセスの処理内容に関わらず，安定して精度のよい調整を行える．

5. 関 連 研 究

5.1 性 能 調 整

プログラムの性能を調整する方法として，動的電圧スケーリング (DVS)という CPU速

度をハードウェアレベルで動的に変更する機能2) や，仮想化技術を利用し CPU速度を制限

する方法3) がある．

DVSは，CPUチップを動作させるクロックシグナルを周期的に止めることで CPU速度

を遅くし，プログラムの実行速度を調整する．このため，利用者の希望する速度に正確に調

整できる．しかし，DVSは実現できる速度の種類が限られており，自由に調整を行うこと

ができない．

仮想化技術を利用する方法として，FoxyLargoがある．これは，仮想マシンに与えるCPU
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資源を制限することにより，VM 上で走行するプログラムの実行速度を調整する．このた

め，VM上で走行するプログラムは，全て実行速度調整の対象となる．一方，本研究は，共

有メモリを利用することにより，被調整プロセスと共存プロセスを区別する．このため，プ

ロセスごとの実行速度調整を可能にする．また，停止処理を行うシステムコールを選別する

ことにより，プロセスの性質に合わせて実行速度を調整することができる．

5.2 スケジューリング

従来，I/O スケジューリングについての研究は，I/O 要求の順番を入れ替えることでス

ループットを調整し，ディスク性能を向上させる研究4)，実時間性を保証する I/Oスケジュー

リング法の研究5),6)，CPU使用の予約と使用時間の制御によりスケジューリングを予想可

能にする研究7)，および多重化 I/Oの実行間隔制御において，スケジュール操作を行うこ

とにより CPU資源を効率的に使用する研究8) が行われている．また，近年，ネットワーク

の普及や処理高速化により，並列分散システムが多く用いられている．このため，並列ファ

イルシステムのための I/Oスケジューリング法の研究9) や，分散システムのための I/Oス

ケジューリング法の研究10) が行われている．これらの研究は，ハードウェア性能を最大限

に引き出すことを目的としている．これらに対し，本研究は，ハードウェア性能の範囲で要

求された処理性能分だけの性能をプロセスに提供し，実行速度を調整する．

6. お わ り に

プログラムの走行モードを考慮した実行速度調整法の問題と対処について述べた．文献

1)で提案した実行速度調整法は，要求停止時間と分解能の関係による調整精度の低下を抑

制するため，閾値を設けて制御を行った．しかし，閾値による制御だけでは，再走行するま

での遅延の影響を抑制することができない．この遅延の総時間が大きい場合，要求の精度が

悪くなる．この問題に対処するため，フィードバックを利用し制御 (FB法)を行った．FB

法は，合計要求停止時間と実停止時間の差分を次回要求停止時間にフィードバックさせる．

これにより，再走行までの遅延の影響を抑制でき，精度の向上が見込まれる．

対処手法を実現し評価した．算出した停止時間に関わらず停止処理を行う場合，調整の精

度は非常に悪くなる．これは，分解能の影響による実停止時間の切り上げを考慮せず，シス

テムコールの発行，または終了ごとに毎回停止処理を行うためである．これに対し，閾値を

導入して制御を行うことにより，分解能の影響を大きく抑制できる．しかし，再走行までの

遅延による影響を抑制することはできない．そこで，さらに FB法を導入し制御を行うこと

により，調整の精度が向上する．これは，フィードバックを利用することにより，合計要求

停止時間と実停止時間の差分を小さくでき，再走行までの遅延の影響を抑制することができ

るためである．

残された課題として，共存プロセスが存在する場合の評価と実 APによる評価がある．
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